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の 3 倍から 4 倍に達する。同じ職種やレベルの公務員であっても、東部地域の公務員
















































































の補完が為されることを期待している。                   《 杉原千畝記念館 》  










年、小国リトアニアへの赴任を命ぜられる。                






























































































                           
社団法人大阪能率協会常任理事、順利包装集団董事（在上海） 
福喜多技術士事務所所長、東アジアセンター外部研究員 
                                         福喜多俊夫 
中国の中央アジアの国々との協力関係は、中国の「一帯一路」構想と密接に関連し

























10 月 23～24 日にカザフスタンのアスタナで開催された第 12 回閣僚会議の基調講
演で、ADB総裁の中尾武彦氏は中央アジアと中国、南アジアをつなぐ道路や鉄道の
整備を提案している。 
  中国・中央アジア協力フォーラムは、中国と中央アジア 5 カ国の多国間協力機構





















  シルクロード基金は AIIBとともに「一帯一路」構想を資金面で支える役割を担って
いる。本基金の第一号案件は 2015年 4月に決定された、総額 16億 5000万ドルを
投資する「パキスタンの水力発電所建設事業」である。 
   中央アジア 5 カ国と中国との国交は旧ソ連が崩壊し、中央アジア諸国が独立した
1991 年に始まり、2004 年の上海協力機構の会議で中国輸出入銀行が大規模な経済
協力を行うことを表明、その後、上海協力機構の場で地域全体への経済協力拡大姿勢














   中国は安倍首相の中央アジア訪問を「安倍氏の中央アジア外遊、カネをばらまくも
失敗」という表題（中国網 2015年 11月 2日）で、「中国と中央アジア 5カ国の貿易











































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015年             
1月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 ー7.0 ー19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 ―1.7 ―7.6 17.2 ―45.1 13.3 15.0 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
